
る会議体であり、文化財の保護活用に関 引き続き、学識者の意見を反映させながら、文化財の適
して学識者の意見を施策に反映させることは重要である。全体の会議を年２回（令 切な保護と活用を図っていく。
和２年度は新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の影響で１回とした。）、必要
に応じて専門部会を開催しており、必要最小限の範囲で運営しており、現制度下に
おいては業務改善の余地はないが、ＷＥＢ会議等が活用できるようになれば、会議
運営の効率化を図ることができる。

効率性 １ 達成度 ３

説明
令和２年度は、市指定文化財に関する諮問に対する答申の審議を行ったほか、埋蔵
文化財関係の調整等で専門部会を開催した。文化財の指定にかかわらず、審議内容
によっては従事時間も増加することが想定され、文化財の適切な保護と活用を継続
していくために、効率性という尺度はそぐわない事業である。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130301 文化財保護審議会運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法　(市)東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

文化財保護審議会委員
対象

事業内容 ①文化財の市指定審議

・ ②文化財保護に関する重要事項の審議、建議

活動手段

目的 市内文化財の適切な保護と活用

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

2 13 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 233 255 112

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 233 255 112

人件費（理論値）②　（千円） 798 806 628

トータルコスト①＋②　（千円） 1,031 1,061 740

単位当たりコスト　（円） 515,500 81,615 185,000

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある ■ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
文化財に関する専門性を有する学識者によ



100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
市郷土研究会、古文書学習会、郷土芸能、里唄研究会等の団体が活動しており、各 郷土の文化財や歴史に関する市民の関心は年々高まって
団体と連携を図っている。それぞれの団体活動に応じた支援を行っており、業務フ きており、多角的な受け皿と協働事業が推進できる団体
ローに改善の余地はない。 の育成が必要である。古くから伝わる文化、芸術等を後

世に引き継いでいくためにも、引き続き、補助金だけで
なく様々な観点からの支援が要請される。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
令和２年度も郷土研究会に補助金を交付したほか、各団体と連携を図り、資料・情
報提供等の支援を行った。
市民団体との信頼関係の上に行われる事業であり、効率性等の尺度にはそぐわない
。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130302 文化財保護団体支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市生涯学習活動費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

■ その他 (協働研究事業 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内文化財保護団体
対象

事業内容 ①活動費補助金の交付

・ ②研修会等の支援

活動手段 ③協働事業（研究）の推進

目的 文化財保護団体への活動経費の一部補助や、研修会への支援等を行うことにより、文化財保護意識の醸成を図り

・ 、郷土の歴史及び文化遺産を次世代へ継承していくことを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金交付団体数 単位 団体

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 活動団体数 単位 団体

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 4

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 4 4 4

実績値 4 4 4

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 30 30 30

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 30 30 30

人件費（理論値）②　（千円） 133 141 112

トータルコスト①＋②　（千円） 163 171 142

単位当たりコスト　（円） 163,000 171,000 142,000

目標達成率　（％） 100



（課題・方向性）
文化財調査は、文化財保護・活用のための基礎的な業務であり、それぞれの文化財 市文化財保護審議会等専門機関との連携を図りながら、
に即して調査・保護を行っている。所蔵資料及び市民からの寄贈文化財資料につい 市内の文化財や古文書等、膨大な文化財資料の整理・調
て、継続的・優先的な調査を行う必要があり、業務フローの改善余地はない。 査・保護を進めていく。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
令和２年度は、市民寄贈の文化財資料及び近代行政文書の調査・整理、市民団体と
の協働事業として平成２０年度から実施している近世古文書の解読調査を継続して
行った。近代行政文書については、郷土資料室所蔵の市史編纂時の資料の調査と台
帳作成、本年度に指定文化財に指定した『里道調』の調査資料をまとめた。
文化財調査は地道な作業の積み重ねであり、効率性等を問えるものではない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130303 文化財保存調査事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法　（市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内にある文化財
対象

事業内容 ①文化財保護に伴う調査

・ ②指定に伴う調査

活動手段 ③特別調査

目的 文化財を調査し、後世に伝える適切な処理を講じる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 調査された文化財の数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

44,123 259 493

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,417 1,669 2,101

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 20 20 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,397 1,649 2,101

人件費（理論値）②　（千円） 1,418 1,612 1,795

トータルコスト①＋②　（千円） 2,835 3,281 3,896

単位当たりコスト　（円） 64 12,668 7,903

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価



方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
文化財資料を集中保管する施設がないため、市内の施設に分散保管しているが、各 文化財資料を分散管理している状況は、職員の労力を含
施設の老朽化も著しい。台風後には各施設の点検や、場合によっては職員により簡 め多大なコストを擁している。また、各施設の老朽化も
易な修繕・清掃等を行っている。収蔵施設として設置された建物ではないため、適 進行しており、文化財資料の集中保管施設の確保に向け
切な管理が行える環境とは言い難く、集中保管施設の新たな確保は必須であり、そ て検討を進めていく。
れまで必要に応じた施設修繕を行っていく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
令和２年度は、文化財保存室の扉の修繕、第三小学校郷土資料室の雨樋修繕等を実
施した。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130304 文化財保存・展示施設管理事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

文化財
対象

事業内容 ①施設管理

・ ②施設機械警備委託

活動手段 ③施設修繕

目的 文化財施設が適切に管理されることによって、文化財が保護される。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 施設修繕箇所 単位 箇所

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

3 4 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 適切に管理されている施設割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,246 1,120 1,021

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,246 1,120 1,021

人件費（理論値）②　（千円） 829 806 850

トータルコスト①＋②　（千円） 2,075 1,926 1,871

単位当たりコスト　（円） 691,667 481,500 623,667

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある ■ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の



価（課題・方向性）
学校や外部機関からの講師依頼に対応し、講師派遣については市民講師の登録も引 引き続き講座等の開催を企画しながら、市郷土研究会と
き続き進めており、業務フローに改善の余地はない。 も連携し、市民講座等ボランティア育成も進めていく。

また、国登録有形文化財「村野家住宅」の見学会はＮＰ
Ｏ法人等が主催し、市教育委員会が支援にあたる等、市
民主体の事業として行われており、今後も継続する必要
がある。

効率性 １ 達成度 １

説明
学校や外部機関からの講師依頼に対応できるよう市民講師の登録を引き続き進めて
いる。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、各種事業が中止とな
るなか、学校からの依頼に基づきリモート授業を行った。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130305 文化財講座等普及事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 ①東京文化財ウイーク公開・企画事業

・ ②郷土史講座

活動手段 ③講師派遣等

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 講座等実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

8 7 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 講座等の参加者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 500

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 1,500 1,000 200

実績値 811 758 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 58 44 3

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 58 44 3

人件費（理論値）②　（千円） 2,526 2,103 1,170

トータルコスト①＋②　（千円） 2,584 2,147 1,173

単位当たりコスト　（円） 323,000 306,714 586,500

目標達成率　（％） 54 76 50

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評



和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
多摩地域の市町が出版している文化財や郷土史・自然に関する書籍の展示販売会を 頒布図書数は少ないが、文化財保護意識の高揚を図り、
年１回開催している。販売図書の紹介・目録作成、市広報紙への掲載、図書の搬入 東久留米市のＰＲにも有効であることから、今後も継続
・搬出、販売員の分担等、全参加団体での業務フローがほぼ決まっており、改善の して参加していく。
余地はない。

効率性 ３ 達成度 １

説明
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響で中止となったため、実績値０とな
ったが、すでに３２回を数える事業で、多摩２５市町の自治体が参加しており、東
久留米市民だけでなく、都民へ広く文化財保護・普及啓発を図ることができ効果は
大きい。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130306 文化財出版物普及事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (東京都市社会教育課長会主催 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

多摩郷土誌フェアに訪れる市民・都民
対象

事業内容 東京都市社会教育課長会文化財部会主催の「多摩郷土誌フェア」を年１回（２日間、立川市女性総合センターに

・ て開催）実施、２５市町参加

活動手段

目的 東久留米市刊行の文化財資料集等の普及

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 東久留米市の展示書籍種類 単位 点

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

26 27 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 東久留米市の頒布書籍数 単位 冊

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 50

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 25 50 50

実績値 37 44 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 18 18 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 18 18 0

人件費（理論値）②　（千円） 156 158 202

トータルコスト①＋②　（千円） 174 176 202

単位当たりコスト　（円） 6,692 6,519 －

目標達成率　（％） 120%以上 88 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令



説明 総合評価（課題・方向性）
「くるめの文化財」は市内の文化財についての紹介・解説を行う目的で年１回発行 「くるめの文化財」は紙の発行だけでなく、市のホーム
しており、調査や資料整理を行った文化財について、それを行った専門家に作成を ページにも掲載しており、文化財の普及啓発に寄与して
依頼するほか、新たな文化財指定があった場合はその紹介記事を内部で作成してい いる。企画講座等においても有効な資料となるため、引
る。 き続き発行していく。「郷土資料室通信」は、調査を進
郷土資料室が所蔵する資料の調査・研究成果として、調査・研究の進捗に合わせ、 めている近代行政文書のシリーズを今後も刊行していく
年４～７回程度「郷土資料室通信」を刊行している。これらは文化財調査・整理の 計画である。
成果として発行されるものであり、業務フローに改善の余地はない。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
令和２年度は、平成２８・２９年度に行った「村野家住宅」の民具調査の成果を紹
介する号として平成３１年度に続けて、調査を実施した専門家に執筆を依頼し「く
るめの文化財」を発行した。

　

平成３０年度は、新指

令

定文化財の紹介号とし

和

て内部で
調査・執筆・

3

専門家への確認等を行

年

ったため、人件費が増

度

加している。
「郷土資

事

料室通信」は、郷土資

務

料室で所蔵する近代行

事

政文書の整理・調査の

業

成果を
シリーズで発表

評

するなど、計画的に目

価

標を達成している。

表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130307 文化財パンフレット刊行事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 ①「くるめの文化財」No.３４の刊行

・ ②「郷土資料室通信」（№５５～５８）の刊行

活動手段

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年度中の刊行数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

6 5 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 パンフレット発行部数 単位 部

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 620

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 650 650 650

実績値 650 620 620

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 213 202 209

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 213 202 209

人件費（理論値）②　（千円） 333 141 179

トータルコスト①＋②　（千円） 546 343 388

単位当たりコスト　（円） 91,000 68,600 77,600

目標達成率　（％） 100 95 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持



題・方向性）
市指定文化財の見学者の利便性を考慮し、屋外にある指定文化財について説明板を 引き続き、新規設置及び経年劣化により全体的な取替が
設置している。文化財の新指定があれば新規設置を行い、既存の説明板についても 必要なもの、修繕が必要なものについて、適正な維持管
修繕の必要なものは優先順位を付けて適正な管理を行っており、業務フローに改善 理を行っていくとともに、ＷＥＢコンテンツとの連携な
の余地はない。 ど情報の充実についても検討していく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
令和２年度は、平成３１年度に修繕を行った市指定文化財「穀櫃」（小山二丁目）
の説明板及び支柱の更新を行った。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130308 文化財説明板設置事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

指定文化財
対象

事業内容 ①新指定文化財の説明板設置

・ ②既存説明板の改修

活動手段

目的 文化財の内容を解説し、見学者の利便性を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 説明板整備件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

7 4 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 適切に設置・管理されている説明板の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 465 201 83

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 465 201 83

人件費（理論値）②　（千円） 997 421 449

トータルコスト①＋②　（千円） 1,462 622 532

単位当たりコスト　（円） 208,857 155,500 532,000

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課



維持

説明 総合評価（課題・方向性）
個人（団体）所有の文化財を維持・伝承する有効な手段であり、自治体の積極的な 今後も無形民俗文化財だけでなく、有形文化財や国登録
支援が必要である。近年は無形民俗文化財の衣装や道具類の修繕・補充が多く行わ 文化財（建造物の茅葺屋根）の修繕支援についても状況
れており、情報交換を行って計画的に修繕する物件を把握するよう有効性を高めて を把握し、必要に応じて対応していく。
おり、業務フローに改善の余地はない。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
無形民俗文化財や有形民俗文化財の必要な修繕や道具類の補充に対して、予算の範
囲内で優先順位を付けながら補助を行っている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130309 文化財修理補助事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例　（市）東久留米市文化財修理費等補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 平成21年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

文化財
対象

事業内容 文化財の修理への補助金交付

・

活動手段

目的 市内文化財の適切な伝承

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金交付件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 適切に修理された割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 150 760 150

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 760 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 150 0 150

人件費（理論値）②　（千円） 100 701 100

トータルコスト①＋②　（千円） 250 1,461 250

単位当たりコスト　（円） 250,000 1,461,000 250,000

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状



,600 96,200 111,800

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
郷土芸能は各団体の不断の努力により伝承されており、市の貴重な財産として支援 担い手の高齢化と後継者不足から、一時的に活動を休止
していく必要がある。補助金交付の事務については効率的に行っており、業務フロ せざるを得ない団体も出ており、市の行事出演等、伝統
ーに改善の余地はない。 芸能の後継者を増やす積極的な行動を行うためにも、側

面的支援を一層充実させる必要がある。

効率性 ２ 達成度 ３

説明
令和２年度も補助金の交付を行った他、情報提供を行う等、伝統芸能の保存と伝承
の支援・活用ができている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130310 郷土芸能保存の支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例　（市）東久留米市無形民俗文化財保護費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 平成28年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

郷土芸能団体
対象

事業内容 ①郷土芸能団体への補助金交付

・ ②情報提供等の支援

活動手段

目的 郷土芸能団体の活動に要する費用の一部を補助することで、郷土の歴史及び文化遺産を次世代へ継承していくこ

・ とを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金交付団体数 単位 団体

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

5 5 5

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 交付した結果、継続している郷土芸能団体の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 200 200 200

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 200 200 200

人件費（理論値）②　（千円） 333 281 359

トータルコスト①＋②　（千円） 533 481 559

単位当たりコスト　（円） 106



1 90,616

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
宅地開発等の現状変更に伴う照会の審査を行い、該当するものについての文化財保 引き続き開発事業者等関係者に対して保護の趣旨を説明
護法に基づく指導や手続き、公共団体が行う試掘・確認調査等を実施しており、改 し、理解と協力を求めるとともに、埋蔵文化財の記録・
善の余地はない。 保護・保存についてもより機能的な方法を検討して進め

ていく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年度は発掘調査2件、試掘調査12件、立会調査55件を行ったほか、簡易な現
地調査を43件実施し、埋蔵文化財の適切な保護を行っている。　

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130311 埋蔵文化財保存事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）文化財保護法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

埋蔵文化財包蔵地（遺跡）と出土文化財
対象

事業内容 ①開発計画との調整　②遺跡の試掘・確認調査　③遺跡の調査指導

・ ④出土文化財の整理・活用　⑤調査報告書作成のための資料収集・調査　⑥調査報告書の作成・刊行・管理

活動手段

目的 埋蔵文化財包蔵地（遺跡）及び出土文化財を後世に残す。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 埋蔵文化財に係る年間調査件数及び出土文化財の資料整理件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

81 103 112

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,816 785 1,581

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,816 785 1,581

人件費（理論値）②　（千円） 9,940 8,377 8,568

トータルコスト①＋②　（千円） 11,756 9,162 10,149

単位当たりコスト　（円） 145,136 88,95



明 総合評価（課題・方向性）
職員３名体制で文化財係の業務及び郷土資料室の運営を行っており、企画事業他、 令和３年度は、東久留米市歴史ライブラリー３『東久留
来室者の質問への対応等について、業務フローの改善の余地はない。 米の学校史』の刊行を記念し、企画展示を開催する。

今後も企画展・講座当企画事業の充実を図り、広く普及
啓発に努める他、収蔵資料の整理・維持管理を継続して
行う。

効率性 １ 達成度 １

説明
平成３０年度から企画展示期間を除き土曜日を休室としている。令和２年度につい
ては、新型コロナウイルス感染症の影響により、年度当初２か月間の休室、予定し
ていた企画展示を中止した。
展示・講座等はそれぞれに創意工夫、準備が必要であり、効率性等の尺度にはそぐ
わない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130313 郷土資料室運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市郷土資料室設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 郷土資料室の整備及び運営

・

活動手段

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開室日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

253 249 198

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 施設利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,500

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 3,200 3,000 2,000

実績値 2,166 1,784 1,513

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,193 447 543

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,193 447 543

人件費（理論値）②　（千円） 2,991 4,205 4,574

トータルコスト①＋②　（千円） 4,184 4,652 5,117

単位当たりコスト　（円） 16,538 18,683 25,843

目標達成率　（％） 68 59 76

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説



標達成率　（％） 94 120%以上 120%以上

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
資料集の刊行はその内容により、さらに資料収集・調査・研究が必要になるものや 令和３年度は、歴史ライブラリーの第４巻として『東久
数年先の刊行に向けた準備を必要とするものもあるため、業務フローに改善の余地 留米駅物語』（仮称）を発刊の予定である。今後の資料
はない。 集発刊についても計画的に調査・資料収集を行い、また

、在庫のない既刊資料集の再発行についても検討及び新
規発行の準備が必要である。

効率性 ３ 達成度 ５

説明
平成３０年度から始めた文化財資料集の新たなシリーズ「東久留米歴史ライブラリ
ー」の刊行を継続して行い、令和２年度はふるさと創生基金を活用して第３巻『東
久留米の学校史』を発刊した。資料集の作成・発刊は、資料収集・調査及び資料引
用の許諾手続きから数回にわたる校正等が必要とされ、効率性等の尺度にはそぐわ
ない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130314 文化財資料集刊行事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 03 文化財の保護・活用

所管課係名 生涯学習課　文化財係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市文化財保護条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 ①資料集執筆依頼　②資料収集・調査　③資料掲載許可の申請　④印刷製本業者の選定・契約　⑤原稿の校正　

・ ⑥文化財資料集の刊行

活動手段

目的 市内の文化財や歴史を知り、郷土への関心と理解を深める。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年度中の刊行数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 年度中に活用された資料の数 単位 冊

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 500

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 150 200 450

実績値 141 440 577

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,001 1,465 1,304

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 1,239 970

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,001 226 334

人件費（理論値）②　（千円） 1,994 2,103 2,154

トータルコスト①＋②　（千円） 2,995 3,568 3,458

単位当たりコスト　（円） 2,995,000 3,568,000 3,458,000

目


